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１．検討の背景 

 

○ 科学技術・学術審議会学術分科会等では、学術情報（ここでは、主に教

育研究活動の成果として生み出される論文、研究データ、教材などを想定）

に関し、これまでも国際的発信と、その流通力の強化の観点から累次の提

言を行ってきた1。そうしたことも踏まえ、各大学等において、学術情報の

オープン化に関し様々な取組が進展している。 

 

○ 近年、情報通信技術の急速な進展に伴い、研究成果（論文、生成された

研究データ等）を分野や国境を越えて活用し、新たな価値を生み出すため

の取組が世界的に広まりつつある。研究成果のオープン化は、研究成果の

相互利用を促進し、知の創出に新たな道を開くことが期待される。とりわ

け研究データ等をオープン化しデータ駆動型の研究を推進することで、イ

ノベーションの創出につなげることを目指した新たな科学の進め方が注

目されている。すなわち、学術情報のオープン化に関する議論は、従来の

論文へのアクセスを中心としたオープンアクセスの概念にとどまらず、研

究データを含む研究成果の利活用へと概念が広がり、研究の進め方の変化

や新たな手法が生じつつあることを示している。 

 

 

                         
1  「学術情報の国際発信・流通力強化に向けた基盤整備の充実について」（平成24年7月・

学術情報基盤作業部会）では、論文のオープンアクセス化を中心とした検討を通じて、

機関リポジトリの活用による情報発信機能の強化を提起した。「学修環境充実のための学

術情報基盤の整備について（審議まとめ）」（平成25年8月・学術情報委員会）では、そう

した学術情報の利活用と流通を促進するため、大学図書館の機能強化を提言した。「教育

研究の革新的な機能強化とイノベーション創出のための学術情報基盤整備について（審

議まとめ）」（平成26年7月・学術情報委員会）は、学術情報の流通に不可欠なネットワー

クとクラウドの強化を提言した。 

 「学術研究の総合的な推進方策について」（平成27年1月27日・学術分科会）では、研究

成果の元となるデータを公開・共有する取組を適切に促進させる必要性について報告し

ている。さらに、「我が国の中長期を展望した科学技術イノベーション政策について～ポ

スト第４期科学技術基本計画に向けて～（最終取りまとめ）」（総合政策特別委員会・平

成27年9月28日）は、オープンサイエンスを巡る新たな動向に留意し、研究成果のオープ

ンアクセス化を推進することとしている。 
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○ 特に、諸外国では、公的な研究資金を用いた研究成果について、研究者

コミュニティはもとより、広く社会からのアクセスや利用を可能にするオ

ープンアクセス、オープンデータの取組が顕著となっている2。 

 

○ 我が国においては、論文のオープンアクセスについては、大学を中心と

して機関リポジトリによる公開が推進され、その取組が広まってきており、

研究成果の利活用を促進する観点から更に推進する必要がある。また、オ

ープンデータについては、研究分野により取組に違いがある。研究者コミ

ュニティ及び関係機関においては、その意義を共有し、国際的な動向も踏

まえ着実に取組を進めることが求められる。 

  学術情報のオープン化によって、我が国の学術研究等に新しい研究方法

の拡大など新たな展開をもたらすことも課題である。 

 

○ 本委員会は、このような認識のもと、内閣府の「国際的動向を踏まえた

オープンサイエンスに関する検討会」の報告（平成27年3月30日付。以下、

「内閣府検討会報告書」と表記する。）等における政府全体の検討状況も

踏まえつつ、学術情報のオープン化に係る基本的方策について検討を進め

た。 

  本審議まとめは、オープンサイエンスの上記の動向に鑑み、研究データ

等を利活用することによる研究の加速化や効率化を図ること、及び研究の

エビデンスとなるデータを保存・公開することの意義とそのための具体的

方策を示すことを意図している。 

  なお、この審議では、オープン化の対象とする学術情報の範囲を、より

                         
2  2013年に開催されたG8科学技術大臣及びアカデミー会長会合等で、各国において研究成

果のオープンアクセスを拡大させる方針が確認されるなど、国際的な取組が加速してい

る。 

米国では、国立衛生研究所（NIH）が、助成を受けた査読論文の指定リポジトリへの登載

を2008年に義務化。2013年には、科学技術政策局（OSTP）の指令により、NIH及び米国立

科学財団（NSF）等がパブリックアクセスプランを策定し、査読論文及び研究データを指

定するリポジトリで公開することを進めている（NIH及びNSFは、以前より研究データの

公開について、それぞれのポリシーに沿った取組を行っている）。 

 英国では、英国研究会議（RCUK）が、論文についてオープンアクセスジャーナルへ投稿

することを内容とする新たなオープンアクセスポリシーを2012年に公開している。 

 ドイツでは、ドイツ研究振興協会（DFG）が、オープンアクセスジャーナルに投稿した際

の投稿料を、研究者の所属機関に助成することで、オープンアクセスを推進している。 

 国際的な組織では、国際科学会議（ICSU）の委員会（ICSU-WDS,World Data System）が、

科学データに関する国際的な取組の高度化を目的に活動しているほか、米国のNSFや欧州

委員会等により設立された団体であるRDA（Research Data Alliance）が、研究データ流

通のルール策定を目的に活動している。 
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社会還元が求められる公的研究資金による研究成果とした。また、研究成

果の公開と利活用の取組主体となる大学等並びに学協会の活動と、これら

を支援する事業等を行う関係機関（研究資金配分機関、科学技術振興機構、

国立情報学研究所）の取組を検討の対象範囲とした。 

 

２．基本的考え方 

 

○ 新たな知を創出する学術研究等の成果は、人類社会の持続的発展の基礎

となる共通の知的資産として共有されることが望ましいことから、大学等

（大学及び研究機関）における研究成果は原則公開3し、研究者のみならず

広く社会において利活用されることを、研究者等が基本理念として共有す

る必要がある。 

 

○ 研究成果の公開を通じた利活用を促進することにより、自然科学のみな

らず、人文学・社会科学を含め、分野を越えた新たな知見の創出4や効率的

な研究の推進等に資するとともに、研究成果への理解促進や研究成果の更

なる普及につながることが期待される。 

  なお、研究成果の利活用を促進する観点とは異なるが、研究の透明性を

確保することや研究の過度な重複を避けることによって研究費を効率的

に活用する観点からもオープン化の取組が求められる。 

  同時に、公的研究資金による研究成果は、広く社会に還元すべきもので

あることに鑑み、そのオープン化推進の必要性はなお一層強い。 

 

○ これらの意義を踏まえ、公的研究資金による研究成果のうち、論文及び

論文のエビデンスとしての研究データは原則公開とすべきである5。 

                         
3  研究の成果としての論文や研究データをインターネット上で公表し、合法的な用途で利

用することを障壁無しで許可することを意味する。以下の記述において「公開」とある

場合は、同じ意味で用いている。 
4  例えば、日本語による成果の公開及び利活用を通して、さらに学際的な研究が進展する

可能性があることや情報発信の強化につながることも期待される。また、国際的に論文

の発見可能性を向上させる点から、日本語の論文であっても、英文の論題と抄録を付加

することが望まれる。 
5  本審議まとめでは、「公的研究資金」を「文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政

法人から配分される競争的研究費」と定義しているが、文部科学省が所管する他の公的

資金（例えば、運営費交付金等）を研究経費の全額について活用した場合の研究成果に

ついても、原則公開すべきである。 

 また、他省庁又は他省庁が所管する独立行政法人から配分される競争的研究費による研

究成果についても、研究者は公開に取り組むことが望まれる。 
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○ 論文のエビデンスとしての研究データの公開及び利活用を促進する前

提として、まずデータが、研究者において適切に保管されることが重要で

ある6。その上で、保管されたデータについて、どのデータをどのような様

式で研究データとして公開とすべきか、あるいはどのような場合に非公開

とすべきかということについては、研究者コミュニティ等による検討を踏

まえた対応が必要である。 

 

○ 研究成果の公開と利活用の取組は、大学等が主体となって行われており、

また、分野ごとにはオープンアクセスなどの活動が学協会において行われ

ている。 

大学等や学協会が果たす役割の重要性を認識した上で、国は、関係機関

の事業を通じてこれらの取組を支援する。 

  

                         
6  人文学・社会科学の分野においては、一次資料等を電子化したものがデータとして扱わ

れることが考えられるが、このような資料等への永続的なアクセスを保証するものとし

て、アーカイブが重要となる。 
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３．研究成果の公開についての基本的方策 

 

(1) 論文のオープンアクセスについての取組 

 

○ オープンアクセスを推進する意義は、論文への自由なアクセスを保障す

るのみならず、利活用を促進することで、研究開発の費用対効果を上げる

とともに、学際的な研究を促し、イノベーションの創出等を期待すること

である。 

  このため、これまで我が国において推進してきた取組を踏まえ、公的研

究資金による論文については、原則公開とすることを第５期科学技術基本

計画期間中に実行すべきである。 

 

○ オープンアクセスを推進する方策については、機関リポジトリ7をセルフ

アーカイブ（グリーンOA）の基盤として拡充するとともに、オープンアク

セスジャーナルの育成を図っていく必要がある。 

  このため、関係機関はリポジトリや研究者の利便性を高める出版プラッ

トフォーム（J-STAGE）の基盤整備に努め、国は、諸外国のオープンアク

セス振興の具体的方策なども参考にしながら支援していく必要がある。 

【研究資金配分機関が行うべき取組】 

・論文のオープンアクセスに係る実施方針を定め、研究者等への周知を

含めて計画的に取り組む。 

 

【大学等に期待される取組】 

・機関リポジトリをグリーンOAの基盤としてさらに拡充する。 

・オープンアクセスに係る方針を定め公表する8。 

 

【科学技術振興機構（JST）が行うべき取組】 

・我が国の公的支援による出版プラットフォームであるJ-STAGEについ

て、レビュー誌の発信などを通じて国際的な存在感の向上を図る。 

                         
7  大学等における機関リポジトリは、情報発信の重要な手段であり、前述の「学術情報の

国際発信・流通力強化に向けた基盤整備の充実について」では、その役割を以下のとお

り位置づけている。 

  ①大学等の生産する知的情報・資料の集積、長期保存の場（アーカイブ） 

  ②学術情報の発信及び流通の基盤（論文、データ、報告書等の公表及び提供） 

  ③学習・教育のための基盤（教材の電子化、提供、保存） 
8 教員の研究成果を機関リポジトリで公開することを規定したオープンアクセスポリシー

を策定し、公開する大学等（京都大学、筑波大学、九州大学など）が増えている。 
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【国立情報学研究所（NII）が行うべき取組】 

・機関リポジトリ構築の共用プラットフォーム（JAIRO Cloud）により、

大学等における効率的な整備を支援する。 

・国際学術情報流通基盤整備事業（SPARC Japan）によりセミナーを開催

するなど、オープンアクセスに対する理解増進を図る。 

 

【学協会に期待される取組】 

・学協会が共同して、また、海外の学協会と連携するなどの取組により、

質の高いオープンアクセスジャーナルを構築する。 

 

【国が行うべき支援】 

・JSTが運用するJ-STAGEについて、レビュー誌の構築や利便性の高いイ

ンターフェイスの構築など、その高度化を支援する。 

・NIIが行うオープンアクセスに係る事業への支援を通じて、大学等の活

動を支援する。 

・質の高いオープンアクセスジャーナルの構築を支援する（科学研究費

助成事業（研究成果公開促進費）の活用や、日本学士院が刊行する「欧

文紀要」の編集体制の強化など）。 
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(2) 論文のエビデンスとしての研究データの公開 

 

○ 論文のエビデンスとしての研究データを公開する意義は、分野を越え機

動的に研究データを利活用することにより、新たな価値を創造することや、

研究者が過度に同様の研究を繰り返すことを避け、効率的な研究の推進に

資することである。また、研究の透明性の確保にもつながる。 

 

①分野ごとに異なる特性 

 

○ 研究分野によって取組の状況は多様である。 

  例えば、天文学、素粒子物理学の分野のように、研究データの共有9がそ

の研究者コミュニティにおいて既に標準の取組となっている分野もある 10。 

  ライフサイエンス分野においては、先駆的に統合データベースが整備さ

れるなど以前から研究データの共有の取組が行われており、今後も他分野

の先例となる取組の促進が期待される11。 

  材料科学分野においては、マテリアルズインフォマティクスの重要性が

認識され、研究データの共有の取組が始まっている。 

  また、人文学・社会科学分野においては、研究データの捉え方が一様で

はないが、古典籍や文書など研究素材としての一次資料の電子化は着実に

進展しており、多様なデジタルアーカイブが存在する。 

 

  

                         
9 研究データを研究者コミュニティの中で相互利用することを意味する。以下の記述におい

て「共有」とある場合は、同じ意味で用いている。 
10 天文学分野では、天文観測データのアーカイブや観測データのオンラインでの公開が進

んでいる。データは基本的に公開されるが、観測者が一定期間（12ヶ月及び18ヶ月等が

ある）占有することが認められており、この間に論文を作成する。観測データを他の研

究者が二次利用することにより、新たな成果を創出するなど、データの共有が研究成果

を最大化するための取組となっている。 
11 ライフサイエンス分野では、これまでに研究データ共有の取組が進展しており、それを

さらに進めるための具体的な課題も指摘されている。本委員会の審議では、メタデータ

を付与して保管するだけでは利活用されにくいこと、データフォーマットや用語の標準

化、研究データの質の保証、公開及び共有の義務化ルールの設定、公開されない研究デ

ータが多いこと、研究データの権利関係の明確化、研究データ公開のタイミング、プロ

ジェクト終了後の研究データの維持、データサイエンティスト等の人材不足、などが指

摘された。 
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②研究データの保管・管理 

 

○ 研究データの保管・管理 12は、研究データの公開を進めるための前提で

あり、特に、公的研究資金による研究の実施段階から、研究プロジェクト

等の終了後に至るまで研究データが利活用可能な状態で適切に管理され

るよう、プロジェクト等の規模（例えば、一定額以上の規模に係るものを

対象とする）やその目的及び分野の特性等に応じ、データ管理計画を作成

し計画に従った管理を行うことが必要となる。 

 

○ 関係機関は、研究データの保管に係る基盤を整備するに当たって、アカ

デミッククラウドの活用を図ること、及び後述する研究データの公開方法

に関連する基盤の整備に努めることが重要であり、これを国が支援してい

く必要がある。 

 

○ クラウドを活用した大学等の研究データ基盤については、国立情報学研

究所（NII）が提供する共用リポジトリサービスを強化し、研究データ公

開リポジトリとして整備することが妥当であり、論文のエビデンスデータ

を搭載する機能や論文とデータを関連づける機能を有し、大容量化するデ

ータを格納できる共用プラットフォーム 13とする必要がある。この構築の

ためには、メタデータの標準化や格納対象とするデータを規定するデータ

格納ポリシーの策定等を進める必要がある14。 

 

 

 

                         
12 研究の不正行為を防止する取組に関連して、「研究活動における不正行為への対応等に関

するガイドライン」（平成26年8月26日・文部科学大臣決定）に沿って、研究データの保

管が各大学等で行われている。なお、この取組は、研究者が万一不正行為の疑いを受け

た場合にその自己防衛に資するため、研究者に研究データを一定期間保存し、必要な場

合に開示することを義務付けたものである。 
13 本委員会の審議では、研究データの保存期間に関連して、永続保存の必要があり利用頻

度の低いデータについては、コールドストレージ（通常より読み出しに時間を要するが、

低コストのストレージ）を活用するなど、効率的な保存についての必要性が指摘された。 
14 メタデータの標準化等の検討においては、研究者コミュニティにおける検討と連動しつ

つ、研究データ共有の必要性が高いいくつかの分野から進めることが考えられる。実証

実験などを通じ、研究活動の実態に配慮した検討を行い、実効性を高めることが必要で

ある。その際の観点として、大学共同利用機関など各分野における中核的機能を有する

組織と連携し進めることが考えられる。 

関連する活動例としては、NIIに設置された「大学図書館と国立情報学研究所との連携・

協力推進会議」の下で、「機関リポジトリ推進委員会」が、オープンサイエンスへの対応

や大学図書館が果たすべき役割の検討等を進めている。 
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【研究資金配分機関が行うべき取組】 

・申請者に、必要に応じデータ管理計画の提出を求める。 

 

【大学等に期待される取組】 

・研究者のデータ管理計画の作成と計画に従った管理の実施について支

援する。 

・研究データの保管に係る基盤整備について、情報基盤の共有や効率的

な整備の観点から、NIIと連携してアカデミッククラウドを構築し、

その活用を図る。 

 

【NIIが行うべき取組】 

・アカデミッククラウドの構築に当たり、フォーマットの標準化やシス

テム開発及び共同調達等について、大学等と連携し進める。 

 

【国が行うべき支援】 

・NIIと大学等が連携して進めるアカデミッククラウドの構築を支援す

る。 
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③公開の対象とする研究データの範囲とその様式 

 

○ 公開すべき論文のエビデンスとしての研究データ 15の範囲とその様式に

ついては、国際的な動向や原則公開とする趣旨を踏まえた上で、学協会等

において、研究上の必要性等を考慮した検討を行い、さらに、日本学術会

議で研究者コミュニティのコンセンサスを形成していくことが求められ

る16。 

  また、研究データは利活用可能な様式で公開され、かつその信頼性が確

保されていることが重要である。研究データを基にした精度の高い成果の

再現を可能とするためには、研究で使用したプログラムやソフトウェアの

バージョン等についても、データ作成者が公開時に明示する必要がある。 

 

○ 公的研究資金による研究成果である論文のエビデンスとしての研究デ

ータは原則公開とするが、機密保持等の観点から公開に制限がある場合な

どは、公開対象外とする17。 

  また、研究データへのアクセスや利用には、個人のプライバシー保護、

財産的価値のある成果物の保護の観点から、制限事項を設ける必要がある。 

【学協会等及び日本学術会議に期待される取組】 

・学協会等は、研究上の必要性等を考慮した検討を行い、日本学術会議

は、学協会等の意見を取りまとめ、研究者コミュニティとしてのコン

センサスを形成する。 

 

【研究資金配分機関が行うべき取組】 

・研究者コミュニティのコンセンサスを踏まえつつ、公開の進め方及び

非公開とする研究データや公開の様式等について公募要領等で示し、

研究データの公開について推奨する18。 

                         
15 公開される研究データは、利活用可能な形式でなければならない。また、メタデータ、

数値データ、テキスト、イメージ、ビジュアルデータ、3Dデータなど多様なデータがあ

り、データを扱うプログラムがある場合はこれも含まれる。 
16 日本学術会議では「オープンサイエンスの取組に関する検討委員会」が、我が国の科学

界がとるべきオープンサイエンスへの対応について調査審議を行っている。 
17 内閣府検討会報告書では、「研究成果のうち、機密保持、企業秘密、国益及び国家安全保

障に関わるもの、研究成果の商用化・産業化を目的として収集されたデータ、又は民間

企業が保有するデータ並びに共同研究契約などで研究成果の公開に制限がある場合など

は、公開適用対象外として考えるべきである」としている。 
18 国の支援により統合データベースを整備しているライフサイエンス等の分野では、研究

データの集積と利活用を促進する観点から、研究データの公開を一層推奨する必要があ

る。その際、研究データ共有の必要性が高い分野から進めるなど実効性を考慮した対応

 10



 

④研究データの公開方法 

 

○ 論文のエビデンスとしての研究データの公開は、既に分野別の公的なデ

ータベース 19や学協会等で整備されているリポジトリがある場合、これら

への登載を促進することが妥当である。公的なデータベース等がない分野

については、研究成果の発信及び流通の基盤としての大学等の機関リポジ

トリを活用することが望ましい。 

 

○ 公開されたエビデンスデータの利活用を促進するため、各データと論文

情報等との統合的な検索や、分野別のデータ検索が可能となるシステムを

整備する必要がある。 

【研究資金配分機関が行うべき取組】 

・論文のエビデンスとしての研究データ公開の取組について、公募要領

等で推奨する。 

 

【JSTが行うべき取組】 

・J-STAGEの高度化とともに、学協会の要望を踏まえ、データジャーナル 

出版に係る基盤の整備を行う。 

 

【NIIが行うべき取組】 

・JST等と連携して、論文に加え、各データベースや各機関のリポジトリ

等に登載されている研究データの横断的な検索・利活用を可能とする

ための基盤の整備を行い、サービスを提供する。 

 

【学協会に期待される取組】 

・複数の学協会が共同して、データジャーナルの構築を始め、研究デー

タに関する新たな取組を行う。 

 

【国が行うべき支援】 

・JST及びNIIが行う研究者等の利便性を高めるための基盤整備を支援す

る。 

・科学研究費助成事業（研究成果公開促進費）により、データジャーナ

ルの刊行を支援する。 

                                                                             

が必要である。 
19 公的なデータベースの例として、日本DNAデータバンク（DDBJ）、NBDCヒトデータベース

などがある。 

 11



 

 

(3) 研究成果の散逸等の防止 

 

○ 大学等においては、研究成果を知的資産と捉え、明確な方針の下で保管

し、蓄積していくことが重要である。 

【大学等に期待される取組】 

・論文、研究データの管理に係る規則を定め、研究成果の散逸、消滅、

損壊を防止するための施策を講ずる。 

・具体的には、論文及び研究データに永続性のあるデジタル識別子を付

与し管理する仕組みを確立する必要があり、ジャパンリンクセンター

（JaLC）の活動と連携し進める。 

 

【学協会に期待される取組】 

・学協会が研究成果の著作権を譲り受けている場合には、著作権ポリシ

ーを整備し、大学等の研究成果散逸等防止のための取組に協力する内

容とする。 

 

(4) 研究成果の利活用 

 

①利用ルール等の明示 

 

○ 公開される研究成果の利活用を促進するためには、機関リポジトリ等を

通じたオープンアクセスの取組を一層促進するとともに、オープンアクセ

スにおいて許容される範囲を超え、別途著作権処理が必要となる利用につ

いても、利用者が権利処理に負担を感じないで利活用できる仕組みを設け

ることが重要である。 

 

○ 学協会及び大学は、その刊行する学術誌に掲載される論文について、著

作権の帰属や利用条件（エンバーゴ、許諾する利用の範囲及び許諾に係る

手続き等）などの著作権ポリシーを明示する必要がある20。 

                         
20 研究者が機関リポジトリ等で論文を公開するためには、掲載された学術誌を刊行する大

学、学協会や学術出版社等の著作権ポリシーによる利用条件などを確認し、必要に応じ

て公開等についてその許諾を得る必要がある。各学協会の著作権ポリシーの策定状況は、

筑波大学などが作成した著作権ポリシーデータベースで取りまとめられている。詳細は、

http://scpj.tulips.tsukuba.ac.jp/index/参照。 

なお、情報処理の分野でマルチメディアコンテンツを論文に添付して公表するケースが

現れている。さらに、今後は3Dデータが論文に添付されるケースなども想定される。論
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○ 自然科学分野等で一般的なように、学協会等が研究者から著作権を譲り

受ける場合には、学協会等がその著作権ポリシーにおいて、エンバーゴを

短縮するなど利活用を促進するような利用条件を設けるとともに、利用者

が簡便に権利処理をできるライセンス体制を構築することが期待される。 

 

○ 人文学・社会科学分野でみられるように、学協会等が研究者から論文の

著作権を譲り受けず、研究者自身が著作権を保有する場合、公開された論

文について利用者が簡便に著作権処理をできるようにすることが望まし

い。そのために、機関リポジトリ等により論文を公開する際には、大学、

学協会や学術出版社との契約関係等に留意しつつ、研究者が、クリエイテ

ィブ・コモンズ・ライセンス 21等により利用条件をあらかじめ明示してお

くことも考えられる22。 

 

○ 研究データについても、利用ルールを明示し、その利活用を円滑化する

ことが望ましい23。 

【学協会に期待される取組】 

・刊行する学術誌に掲載される論文の著作権ポリシーを策定し、明示す

る。 

・円滑な権利処理を行うためのライセンス体制を構築する。 

 

                                                                             

文に添付される新しいタイプのコンテンツ等に係る著作権の取扱いについても、学協会

等が適切にルールを定めそれを明示することが期待される。その際、添付されるコンテ

ンツ等に第三者の著作物が含まれる場合には、当該第三者の著作権処理に関して留意す

べきである。 
21 クリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CCライセンス）は、インターネット時代のた

めの新しい著作権ルールの普及を目指し、CCライセンスを提供している国際的非営利組

織とそのプロジェクトの総称。様々な作品の作者が、著作権に関わる利用条件について

簡便に意思表示をするためのツールとして活用している。詳細は、

http://creativecommons.jp/licenses/参照。 
22 研究成果の利活用を推進するという観点からは、著作権・著作権者等の出典を表示すれ

ば自由な利用を許諾するCC-BYライセンスを採用することが考えられる。 
23 研究データは著作物でないのが通例であるため、CCライセンスを活用して意思表示を行

う場合は、著作権法上の制約がなく自由に利用できることを意味するCC0を採用すること

が想定される。一方、研究データ作成への研究者のインセンティブを確保する観点から、

利活用の際にデータ作成者の表示を求めることが望ましい。データ作成者の表示を求め

る方法としては、CC-BYライセンスを利用することや、研究者コミュニティのルールによ

り表示することが考えられる。 
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②研究データの引用と評価の取組 

 

○ アクセス可能となった研究データの利用者は、論文などの引用と同じく

引用元を明らかにする義務がある。この引用により、データ作成者の貢献

が記録され、業績として評価することを、大学等及び研究者コミュニティ

において共通に認識し、実行していく必要がある。 

 

○ 研究成果の利活用を促進する観点から、論文及び研究データに永続性の

あるデジタル識別子を付与する必要がある。どの粒度の研究データに対し

て識別子を付与すべきかについては、研究者コミュニティにおけるコンセ

ンサスの形成が必要であり、これに取り組むJaLCの活動を推進する必要が

ある24。 

 

【大学等に期待される取組】 

・引用されたデータ作成者の貢献を業績として評価する。 

 

【JST及びNIIが行うべき取組】 

・研究データにデジタル識別子を付与するJaLCの活動を推進する。 

 

【国が行うべき支援】 

・デジタル識別子の付与に取り組むJaLCの活動を支援する。 

 

(5) 人材の育成及び確保 

 

○ オープンサイエンスの取組が拡大し、新たな研究方法が拡大しつつある

状況において、大学等においては、広く情報通信分野の人材育成に取り組

む25とともに、研究者の支援に係る専門人材についてもその育成が急務で

ある。特に、研究データの公開と利活用を促進するためには、研究データ

                         
24 JaLCでは、「研究データへのDOI登録ガイドライン」を公表し、DOI付与の対象となる研究

データの考え方等を示している。詳細は、

https://japanlinkcenter.org/top/doc/JaLC_tech_rd_guideline_ja.pdfを参照。 
25 情報通信技術の発展が社会に及ぼす影響の大きさに鑑み、その人材育成は急務となって

いる。総合政策特別委員会の最終取りまとめ（脚注1）では、「超スマート社会の実現に

向けた人材の育成・確保」について提起されており、大学等においては、最先端の情報

通信技術の利活用を先導する高度専門人材の育成を進めることが求められている。文部

科学省では、例えば「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」にお

いて、情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人材の育成機能の強化に係

る取組を支援している。 
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を適切に取り扱える人材の育成が必要である。 

 

○ 大学等においては、技術職員や大学図書館職員等が、データキュレータ

ーとしての一定の機能を担っていくことも期待されている。しかしながら、

既存の業務も担当しつつ新たな取組とするには限界があるため、職員の能

力開発と併せて、専門人材の新たな確保についても考慮することが望まれ

る。 

【大学等に期待される取組】 

・技術職員、URA及び大学図書館職員等を中心としたデータ管理体制を構

築し、研究者への支援に資するとともに、必要に応じて複数の大学等

が共同して、データキュレーター等を育成するシステムを検討し、推

進する。 

 

・特に、大学図書館には、機関リポジトリの構築を進めてきた経験等か

ら、研究成果の利活用促進の取組に積極的な役割を果たすことが期待

される。このため、大学の当該領域に関連する研究科等において、大

学図書館職員等を対象にデータキュレーター等を育成するプログラ

ムを開発し、実践的に取り組んでいく。 

 

・間接経費等を活用した新たな専門人材の確保に努める。 

 

【国が行うべき支援】 

・複数の大学等が共同して行うデータキュレーター等の人材を育成する

取組を支援する。 
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４．研究データ基盤整備の方向性 

 

○ 研究データ基盤の整備に当たっては、研究データが集積することの重要

性に鑑み、研究データを的確に保存し活用していくためのプラットフォー

ムの整備が重要である。 

 

○ また、基盤の整備については、国際的な協調を図っていく視点も重要で

ある。例えば、ジャーナルに論文の掲載が決定した際に、エビデンスとし

ての研究データの公開を求められる事例があるが、その研究データの公開

先として我が国のデータベース等がプラットフォームの役割を果たせる

ようにしていく必要がある。国は、このような環境の構築に係る研究者コ

ミュニティの活動を支援していく必要がある。 

【国が行うべき支援】 

・現在、地球環境情報統融合プログラム（DIAS-P）、バイオサイエンスデ

ータセンター（NBDC）、センター・オブ・イノベーション（COI）プロ

グラムなどの事業が行われており、研究データの蓄積や利活用が促進

されている。プラットフォームの整備に関連しては、これらの事業で

蓄積された大量の研究データについて、分野を越え統合的な解析を実

施することで、新たな価値を創造することが期待されており、このよ

うな新たな取組を国が支援していくことが重要である。 

 

 

５．継続的な検討の必要性 

 

○ 本委員会においては、学術情報のオープン化を推進するための当面の基

本的方策についてとりまとめた。 

 

○ もとより、「オープン化」の意図は、研究の過程全てを公開することで

はなく、研究成果の相互利用を促進することにより、研究の発展や新たな

成果の創出を期待することにある。また、国際的な動向やオープン化の趣

旨等を踏まえ、公開すべき研究成果と非公開とすべき研究成果を適切に規

定することが重要な視点となる。 

 

○ 学術情報のオープン化については、研究終了後の研究データの長期的な

保存の仕組み、保存すべきデータの範囲、データ提供者のインセンティブ

など、長期的視点から取り組むべき課題も多く存在する。 
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本委員会においては、我が国において着実に取組が進むよう、審議まと

めを踏まえてフォローアップ26を行っていく。 

 

  

                         
26 内閣府では、「オープンサイエンス推進に関するフォローアップ検討会」において、各省

の取組等に対するフォローアップのあり方について検討している。また、本委員会では、

日本学術会議の審議（脚注16）も踏まえてフォローアップを行う。 
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用語解説 

 

アーカイブ 

 

本審議まとめでは、電子的な文書等を恒久的に保存する機能をもつ計算機シ

ステム、またはそこに収められている電子的ファイルをいう。 

  

アカデミッククラウド 

 

大学等が有する研究や教育に関するデータを大学等の間で共有するためのク

ラウド。 

  

永続性のあるデジタル識別子 

 

研究成果に対して、それを一義的に識別するデジタル情報であって、当該研

究成果の有用性寿命と同等もしくはそれ以上永続するもの。 

  

エンバーゴ 

 

ジャーナルが刊行されてから、掲載論文の全文がリポジトリやアグリゲータ

（複数の出版社の電子ジャーナルや電子書籍を分野別等にまとめて提供する

サービス事業者の総称）で利用可能になるまでの一定の期間のこと。 

  

オープンアクセス 

 

論文等の学術情報をインターネットから無料で入手でき、誰でも制約なくア

クセスできるようにすること。オープンアクセスを実現する手段は多様であ

るが、機関リポジトリ、専門分野別のアーカイブなどへ研究者自らが論文等

を掲載していくものと、購読料に依存しないビジネスモデルを備えた学術雑

誌の刊行主体が行うものとに大別される。 

  

オープンサイエンス 

 

公的研究資金を用いた研究成果について、科学界はもとより産業界及び社会

一般から広く容易なアクセス・利用を可能にし、知の創出に新たな道を開く

とともに、効果的に科学技術研究を推進することでイノベーションの創出に

つなげることを目指した新たなサイエンスの進め方。 

  

オープンデータ 

 
機械判読可能な研究データを、二次利用可能な研究データとして公開するこ

と。 
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機関リポジトリ 

 

大学等の機関において生産された電子的な知的生産物の保存や発信を行うた

めのインターネット上のアーカイブシステム。 

  

グリーンOA 

 

査読付き論文について出版社版または出版社版に至る前の著者最終原稿を大

学等が構築・運用する機関リポジトリに登載し、公開する方法。グリーンOA

の利点は、著者の負担なしに有料雑誌の論文情報が公開されることである。 

  

研究資金配分機関 

 
公的研究資金の配分を行う機関。 

  

公的研究資金 

 

文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的研

究費。 

  

ジャパンリンクセンター（JaLC） 

 

電子化された論文等の学術コンテンツに、国際標準の識別番号（Digital 

Object Identifier, DOI）を付与する権限を持つ機関。科学技術振興機構や

国立情報学研究所等が共同で運営している。 

  

データ管理計画 

 

研究プロジェクト等における研究データの取り扱いを定めるものであり、具

体的にはデータの種類、フォーマット、アクセス及び共有のための方針、研

究成果の保管に関する計画などについて記載されるもの。 

  

データキュレーター 

 

多くのデータの中から、利活用可能なデータを選び出し、それらを必要に応

じ修復し、また、データを組み合わせることも含めて分析する役割を担う人

材。 

  

プラットフォーム 

 

コンピュータの動作を支える基盤（ハードウェアやOS）から、何らかの活動

やサービスを実現する基盤まで幅広く利用される用語であるが、この審議ま

とめでは、研究データを集積、保存、発信するためのシステムを指す。 
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マテリアルズインフォマティクス 

 

データ科学、計算科学と物質・材料の物理的・化学的性質に関する多様で膨

大なデータとを駆使して、物質・材料科学の諸問題を解明するための科学技

術的手法。 

  

メタデータ 

 

公開するデータ自体がどのようなデータであるかを示す情報のこと。データ

の作成日時や作成者、データ形式、タイトル、注釈などが考えられる。デー

タを一元的、かつ効率的に管理し、検索したりするために重要な情報である。 

  

リサーチ・アドミニストレーター（URA） 

 

大学等において、研究者とともに、研究企画立案、研究資金の調達・管理、

知財の管理・活用等を行う人材。 

  

レビュー誌 

 

特定の主題分野やテーマに関して、既に出版された多数の原著論文を対象に、

要約、解説、評価を行い、その分野（テーマ）の研究の現状や将来性等につ

いてまとめた論文をレビュー（総説）といい、主としてそのような論文を掲

載している雑誌。 

  

論文のエビデンスとしての研究データ 

 
論文の裏付けとなるデータなど、研究結果を立証するために必要な科学界で

共通に受け入れられるデジタル的に記録された事実に基づくデータ。 

  

J-STAGE 

 

科学技術振興機構（JST）が構築・運営している学協会の電子ジャーナル出版

支援及び公開のシステム。 
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学術分科会における委員会の設置について 

 

                         平成２７年３月１０日 

学 術 分 科 会 

 

 

科学技術・学術審議会学術分科会運営規則第３条の規定に基づき、以下の委

員会を設置する。 

 

 

委員会名 概   要  調 査 事 項 

学術情報委員

会（※１） 

研究・教育の高度化を支える

学術情報の普及・活用等に関

わる事項について総合的に調

査する。 

○学術情報の流通・発信の強化及び

そのための基盤整備の在り方 

○その他学術情報の利活用の促進に

関する事項 

脳科学委員会 

（※１※２) 

脳科学に関する研究開発計画

の作成及び推進並びに学術研

究の振興及び評価に係る事項

を総合的に調査する。 

○脳科学研究の基本的構想及び推進

方策 

○脳科学と社会との関係 

○脳科学研究に関する評価 

○その他脳科学研究に関する諸課題 

 

 

※１ 分科会の委員、臨時委員を分属するとともに、必要に応じて、専門委員を追加する。 

※２ 脳科学委員会は、脳科学研究を戦略的に推進するための体制整備の在り方のほか、

人文・社会科学との融合、さらには大学等における研究体制等を含めた長期的展望に

立つ脳科学研究の基本的構想及び推進方策の調査検討を行うことから、研究計画・評

価分科会と学術分科会との合同設置とする（参考参照）。 
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第８期 科学技術・学術審議会学術分科会  

学術情報委員会 名簿 

 

 

（５０音順）  

 

 

 

（委員） 

 ◎ 西 尾 章治郎  大阪大学総長 

 ○ 羽 入 佐和子  国立研究開発法人理化学研究所理事、 

前お茶の水女子大学長 

 

（専門委員：１２名） 

相 田 美砂子  広島大学副学長 

逸 村  裕   筑波大学図書館情報メディア系教授 

井 上 由里子  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

岡 部 寿 男  京都大学学術情報メディアセンター教授 

加 藤 治 彦  国立研究開発法人科学技術振興機構副理事 

北 森 武 彦  東京大学大学院工学系研究科教授 

喜連川  優   情報・システム研究機構国立情報学研究所長 

久 門 耕 一  株式会社富士通研究所取締役 

高 木 利 久  東京大学大学院理学系研究科教授 

竹 内 比呂也  千葉大学アカデミック・リンク・センター長 

辻   ゆかり  西日本電信電話株式会社技術革新部研究開発センタ所長 

美 馬 のゆり  公立はこだて未来大学システム情報科学部教授 

 

◎:主査 ○:主査代理 

 

（平成２７年１０月１日現在）  
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科学技術・学術審議会 学術分科会 学術情報委員会における審議経過 

 

科学技術・学術審議会 学術分科会（第５９回：平成２７年３月１０日）において、「学術

情報委員会」の設置を決定。 

 

第８期 学術情報委員会 

 

第１回 平成２７年３月２４日（火）１０：００－１２：００ 

・ 学術情報のオープン化の審議に向けた意見交換 

 

第２回 平成２７年５月１４日（木）１４：００－１６：００ 

・ オープンサイエンスにおける JST 情報事業の取り組みについて発表 

加藤 治彦 委員 

・ 学術情報のオープン化に関する基本的方策について検討 

 

第３回 平成２７年６月２４日（水）１３：００－１５：００ 

・ ライフサイエンス分野における研究データの共有について発表 

 高木 利久 委員 

・ 学術情報のオープン化に関する基本的方策について検討 

 

第４回 平成２７年７月３１日（金）１４：００－１６：００ 

・ 中間まとめに向けた各事項の検討 

 

第５回 平成２７年９月１１日（金）１０：００～１２：００ 

・ 審議の中間とりまとめ 

 

第６回 平成２８年１月２２日（金）１０：００～１２：００ 

・ NII におけるオープンサイエンスへの取り組みと課題について発表 

喜連川 優 委員 

・ 審議まとめに向けた各事項の検討 

 

第７回 平成２８年２月２６日（金）１０：００～１２：００ 

・ 審議のとりまとめ 

 

第１回～第７回において、オブザーバーとして以下の関係者が出席。 

安達  淳 国立情報学研究所(ＮＩＩ)副所長 
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○ 学術研究等の成果は、人類社会の持続的発展の基礎となる知的資産として共有されることが望ましいことから、大学等における
研究成果は原則公開※し、研究者のみならず広く社会において利活用されることを、研究者等が基本理念として共有することが必
要。

○ 研究成果の利活用を促進することにより、分野を越えた新たな知見の創出や効率的な研究の推進等に資するとともに、研究成果
への理解促進や研究成果の更なる普及が期待される。また、研究の透明性確保にも資する。
公的研究資金による研究成果は、広く社会に還元すべきものであることに鑑み、そのオープン化推進の必要性はなお一層強い。

○ これらの意義を踏まえ、公的研究資金による研究成果のうち、論文及び論文のエビデンスとしての研究データは、原則公開とす
べきである。

○ 論文のエビデンスとしての研究データの公開及び利活用を促進する前提として、データが研究者において適切に保管されること
が重要。その上で、どのデータをどのような様式で公開とすべきか、あるいはどのような場合に非公開とすべきかについては、研
究者コミュニティによる検討を踏まえた対応が必要。

学術情報のオープン化の推進について（審議まとめ）概要（案）
（平成２８年 月 日 科学技術・学術審議会 学術分科会 学術情報委員会）

○ 近年、情報通信技術の急速な進展に伴い、研究成果（論文、生成された研究データ等）を分野等を越えて活用し、新たな価値を
生み出すための取組が広まりつつある。特に、諸外国では公的な研究資金を用いた研究成果について、研究者コミュニティはもと
より、広く社会からのアクセスや利用を可能にするオープンアクセス、オープンデータの取組が顕著。

○ 我が国においては、学術情報のオープン化に関し、研究成果の利活用を促進する観点から、論文のオープンアクセスを更に推進
する必要があり、オープンデータについては、国際的な動向も踏まえ着実に取組を進めることが求められる。

○ 学術情報のオープン化によって、我が国の学術研究等に新しい研究方法の拡大など新たな展開をもたらすことも課題。

※研究成果としての論文や研究データをインターネット上で公表し、合法的な用途で利用することを障壁無しで許可することを意味する。

１．検討の背景

２．基本的考え方

 
2
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（１）論文のオープンアクセスについての取組
○ 公的研究資金による論文については、原則公開とするこ
とを第５期科学技術基本計画中に実行する。

○ オープンアクセスを推進する方策については、機関リポ
ジトリをセルフアーカイブの基盤として拡充するとともに、
質の高いオープンアクセスジャーナルの育成を図る。

（２）論文のエビデンスとしての研究データの公開
○ 研究データの保管・管理は、研究データの公開を進める
ための前提である。

○ 研究の終了後も利活用可能な状態で適切に管理を行うこ
とが必要であり、その基盤として、大学等が連携しアカデ
ミッククラウドを構築（メタデータの標準化等を含む）し、
活用。国はこれらの活動を支援。

○ 公開の対象とする研究データの範囲やその様式は、国際
的な動向等を踏まえ、日本学術会議等において研究者コ
ミュニティのコンセンサスを形成。なお、機密保持等の観
点から公開に制限がある場合などは、公開適用対象外とす
る。

○ 研究データの公開は、分野別の公的なデータベース等が
ある場合は、これらへの登載を促進。これ以外の場合は、
大学等の機関リポジトリを活用。

（３）研究成果の散逸等の防止
○ 大学等において、研究成果を知的資産と捉え、明確な方
針の下で保管、蓄積していくことが重要。
また、研究成果にデジタル識別子を付与し管理する仕組

みを確立。

（４）研究成果の利活用
○ 学協会等は、学術誌に掲載される論文に係る著作権ポリ
シーや研究データの利用ルールを明示し、利活用を円滑化
する。

○ 研究データの利用者は、論文などと同様に引用元を明ら
かにする。

○ 大学等や研究者コミュニティにおいては、研究データの
被引用を、データ作成者の業績として評価することを実行。

（５）人材の育成及び確保
○ 最先端の情報通信技術の利活用を先導する高度専門人材
の育成は急務。同時に、オープンサイエンスの取組の拡大
に伴い、研究者の支援に係る人材や研究データを適切に取
り扱える新たな専門人材の育成・確保が必要。

３．研究成果の公開についての基本的方策（骨子）

基本的方策に関して、国、研究資金配分機関、ＪＳＴ、ＮＩＩ、大学、学協会等において取り組むべき事項について提起。

４．研究データ基盤整備の方向性

○ 研究データが集積する重要性から、研究データを的確に保存
し、活用していくためのプラットフォームの整備が重要。整備
に当たっては、国際的な協調を図っていく視点も重要。

○ 学術情報のオープン化に関しては、長期的視点から取り組む
べき課題も多い。学術情報委員会においては、継続的にフォ
ローアップを実施。

５．継続的な検討の必要性
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（参考）審議まとめにおける関係機関の役割
事 項 実施主体 事業実施機関等 国大学等 学協会 研究資金配分機関 NII JST

論文のオープン
アクセス

（実行） ・グリーンOAの基盤として機関リポジ
トリを拡充する。

・質の高いOAジャーナルを構
築する。

・オープンアクセスに係る実施
方針を定め、計画的に取り組
む。

・JAIRO Cloudにより大学等
における効率的な基盤整備を
支援する。

・J-STAGEについて、レビュー
誌の発信などを通じて国際的
な存在感の向上を図る。

・NII及びJSTの事業への支
援を通じて、大学等の活動を
支援する。
・質の高いOAジャーナルの構
築を支援する。

（啓蒙等） ・オープンアクセスに係る方針を定め
公表する。

・SPARC Japanによりオープ
ンアクセスの理解増進を図る。 ・NII等の事業を支援する。

エビデンスデータ
の公開

（データ管理）
・研究者のデータ管理計画の作成
と計画に従った管理の実施について
支援する。

・申請者に、必要に応じデータ
管理計画の提出を求める。

（データ基盤の整備）
・データの管理に係る基盤を整備す
るに当たって、NIIと連携してアカデ
ミッククラウドを構築・活用する。

・アカデミッククラウドの構築を
大学等と連携して進める。

・NIIと大学等が連携して進め
るアカデミッククラウドの構築を
支援する。

（データの公開） ・公開すべきデータの範囲とそ
の様式について、検討する。

・研究者コミュニティのコンセン
サスを踏まえつつ、公開の進め
方等について公募要領等で
示し、公開を推奨する。

（日本学術会議）
・学協会等の意見をとりまとめ、
研究者コミュニティとしてのコン
センサスを形成する。

（公開手段等）
・複数の学協会が共同して
データジャーナルの構築を始め、
研究データに関する新たな取
組を行う。

・研究データ公開の取組につ
いて、公募要領等で推奨する。

・JST等と連携して、論文に加
え、各データベース等に登載さ
れている研究データの横断的
な検索・利活用を可能とする
基盤整備を行う。

・データジャーナル出版に係る
基盤整備を行う。

・JST及びNIIが行う研究者
等の利便性を高めるための基
盤整備を支援する。
・科研費によりデータジャーナル
の刊行を支援する。

（成果の散逸防止）

・論文、研究データの管理に係る規
則を定める。
・論文及び研究データにデジタル識
別子を付与し管理する仕組みを確
立する。

・著作権ポリシーを整備し、大
学等の研究成果散逸等防止
のための取組に協力する内容
とする。

（著作権ポリシー）

・刊行する学術誌に掲載され
る論文の著作権ポリシーを策
定し明示する。
・円滑な著作権処理を行うた
めのライセンス体制を構築する。

（引用と評価） ・引用されたデータ作成者の貢献を
業績として評価する。

・研究データにデジタル識別子
を付与するJaLCの活動を推
進する。

・研究データにデジタル識別子
を付与するJaLCの活動を推
進する。

・デジタル識別子の付与に取り
組むJaLCの活動を支援する。

（人材の育成及び確保）

・技術職員、URA及び図書館職
員を中心としたデータ管理体制を構
築する。
・データキュレータ等を育成するシス
テムを検討し推進する。
・間接経費等を活用した新たな専
門人材の確保に努める。

・複数の大学等が共同して行
う人材育成を支援する。
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